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北川議員事務所の協力により、若狭ネットの責任で編集）（

日時：2001年12月12日15:30－16:00
場所：財務省

参加：約20名

質問：今回の「原子力教育支援事業交付金」は、電

源特会から出ているということですが、私たちは、

それを止めて下さいという申し入れを今日はしたい

と思います。

質問：私も東京の人間なんですが、反対をしている

のですが、そもそも、どういうところから出てきて

いるのか。文部科学省とつめていると「原子力？規

則」に書いてあるからと公式には、おっしゃるが、

私どもがみていると、三重県海山町の住民投票でも

圧倒的に原子力反対の意見が強かったし、遡れば、

新潟刈羽村のプルサーマルもノーという意見が出て

来ていて、原子力の国民的合意が出来ていない。

この事態を受けて、それで、お金を付けて小学校

教育から原子力の重要性を教えていこうという風に

経緯が出てきたのではないかと推察するわけです。

状況的にみて、自分としては（そうだと）確信して

いますが、原子力だけについて特別にお金を支出し

て、結果的に良い面だけを教育していくのは、教育

の精神にのっとっているのか。教育基本法から外れ

ているのではないか。国は、金にあかせ原子力を推

進するために予算を創設したとしか理解できない。

そういう意味から大蔵省（財務省）においては、認

めないでほしい。

文科省は、ブラス面、マイナス面といいますが、

これまでに既に？ を勝手に作ってただで配ってい

るとか、今年の四月に茨城県の教育委員会が先行事

例的に国の予算、１億３０００～４０００万円をか

けて作って県内小学校に３８万部印刷して、もう配

っている。そういうのを見ていると、いい面、悪い

面を教えるというが、読んでいくと、良い面ばかり

でマイナス面を書いてない、９９対１ぐらい、こう

いう教育はよくないと思います。

今度の教育交付金になっていくと原子力教育と

書いてあるわけだから、そういう教育がなされてい

く、実態として進んでいくと思える。別の言葉でい

うと偏向教育というが、そういう偏向教育にお金を

付けないでほしいと思っております。

質問：（聞き取りにくい）。なぜ特別会計から出る

のか。子どもの権利条約に反している、被爆者の悲

しみを受けて、核燃も負の遺産、その遺産をどんど

ん増やすことになる、脱原発は世界的な傾向。

財務省：今のご質問のポイントは、推進であるかど

うかということでしょうか。それについての判断は

していませんし、する必要はないと思っています。

原子力長計の話が出ましたが、原子力をどういう風

に進めて行くかは過去の経過もあり国民感情も御座

いますし、先程の核の経過からいっても当然でござ

いますので、そのためにも我々よく知る必要が御座

いますし、大人だけでなく、子どもがよく知る必要

が御座いますから原子力長計の中で子どもにも、ち

ゃんと知ってもらいたいという必要があるので、政

府としてやっていかなければならないという位置づ

けが、昨年の長計の議論の中であったと承知してい

ます。

大人だけでなく子どもも含めて、原子力がどうい

うものかということを知る必要がある以上に、その

知らせ方、教え方、教育の中味というのは、逃げる

ような言い方かも知れませんが、教育行政の話であ

って、予算編成の話では御座いませんので、私共、

原子力に関して、どういう方向性で今後、日本が取

り組んでいけばいいのか、非常に関心を持っていま

すけど、税金が、どの使われ方であっても、きちん

とした使われ方でないといけないということであっ

て、原子力に関して推進的であるとか否定的である

とか、そういう立場で議論さしていただいていませ

んし、するべきでないと思っています。

子どもに原子力に関して、より良く知識を持って

ほしいと、その上で、ちゃんとした判断をしていっ

てほしい、その事自体は、政府としてその方向でお

りますので、財務省の一部局として、それに反対だ

ということは考えておりません。

ただ、教育の仕方、その中味が、なにか原子力が

とても素晴らしいもので、片や危険性がものすごく

低いもので、ますますもって原子力をやっていかな

いと日本の産業が発展していきませんよ、電気がつ

きませんよ、というような教え方であってはならな

い。今後、将来のエネルギーの展望はどうあるべき

かということを、片や風力発電や自然発電とかあっ

たり、いろいろ選択肢がある中で、日本の進み方と

して（何が）かしこいのだろうね、そういうことを

子ども達に学んでもらう、そういう教育のあり方は、

どうあるべきかというのは、すごく大事な事で、い

ろんな形で議論をして下さっていると思っています

し、釈迦に説法ですが、これからも是非してほしい
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と思っています。

ただ、（それは）予算編成そのものではございま

せんで、私共は、原子力に関する教育を必要だと思

っています。それが推進であるとか、原子力に対し、

多少、否定的な考え方を持っているとか問われても、

お答えできませんし、お答えすべきでもないと思っ

てます。そういう形で、お金に色を付けるというこ

とは、すべきでないと思ってます。ダイレクトなお

答えになっていませんが、私共の立場としては、そ

ういうことです。

電源立地交付金は原子力だけではないのです。火

力発電もあります。

質問：この名前は原子力教育だから原子力だけでし

ょう。

財務省：原子力と言いましても要はエネルギーとし

ての原子力であって、例えば、放射線など医学・医

療にも使うのも、この中に含まれています。

分かりました。ご質問は、電源開発促進のための

制度で、そこから出ている交付金だから促進するた

めに交付しているのだろうと・・

勘定の場合は、発電施設の設置のためのかんじょ

うだから、原子力施設をたくさん作るためのお金な

のだろうというご質問ですね。それは彼も言ったよ

うに電源特会というのは、発電用施設の設置の円滑

化のための予算ですので、予算制度として原子力施

設をたくさん作ってくれと期待しているわけではな

くて、原子力施設をたくさん作って頂いてもいいし、

自然発電施設をたくさん作ってくれてもいいんです。

どういうエネルギー政策が好ましいとかは、エネ

ルギー政策の中で考えていかなければならないこと

ですし、あと、設置を円滑化するというのは、既に

あるものを取り除くとか、設置されているものを更

に安全性を高めるとか、そういうところを含めた概

念ですから、原子力施設をどんどん数を増やせと狭

く解釈していただく必要はなくて・・。

質問：なんで教育の方に予算を使われるのかが疑問

なんです。なんでエネルギー教育でなく原子力教育

なのか。

財務省：原子力に関して情報提供、子どもも含めて

社会に理解を持ってもらうことが必要だから。もし

可能ならばエネルギー全てについて、一個一個につ

いて理解してもらうのがバランスが取れてて、もの

の伝え方として子どもに伝え方としていいという議

論はあります。ただ、人間の数、予算の制約もあり

ますから、特に、こういうのは情報をよく伝えてお

かないと考え方が偏ってしまうと非常に社会的にデ

メリットだと思われるところに絞って情報提供をし

ていく、子どもに対しても伝えていく施策を展開し

たい。財布が限られている中で、文科省が、そこに

絞ってされてられるのだと思っています。

我々は要望を聞いて、税金としておかしな使われ

方がしないのか、本当に施策としてつまってるか、

他のいろんな要求に比較して、限られた予算の中で

やろうという内容が伴っているかどうか、重要だと

思いますが、貴方、原子力ばかりにトッカして、他

の風力発電とか、核融合とかも一緒に教えないとダ

メだと、そこは先生に向って財政？がいくのは僭越

な話で、何を絞って重点を置いていくか、逃げるよ

うで申し訳ありませんが、要求をいただくまでの段

階の議論ですね。その上で、その施策が本当に使わ

れる意味のある予算？ かどうか、十分議論させて

いただきたいと思います。

中味として原子力だけに絞っているということが、

原子力に関して偏りを持っている判断のために、そ

ういう施策が立案されるのはおかしいのではないの

か、というのは議論しないといけないと思います。

この話は、長計以来、ずい分もんでいる話と私は

理解しておりますので、文科省の一部の部局の一部

の人の判断だけで、この話が出てきていると理解は

していないので、そういう意味で、何かおかしな施

策が、ぽっと出てきたなとは受け取っては今のとこ

ろはおりません。

質問：全国の自治体で申し出があれば、どこでも

「よし」としてばら撒き方をするのは可能なんです

か。電源立地勘定とは、立地地域、または周辺自治

体とか、申請する人は限られてますが、今回の文科

省のは自治体として区切ってなく、明らかにこれま

での枠を超え、全国的にばら撒くのは可能なのです

か。矛盾している、おかしいと思うのですが・・。

財務省：成る程。政令規則の議論というのは、政府

議案が出てきてからの話で、今の問題提起は成る程。

もし、措置していくということを考えるのであれば、

もう少し話しを聞きたいと思います。

質問：どう使われるかが決まっていない、どんなこ

とが行われるか分かっていない。もし、決行されて

？ そんなのでいいのか。

各自治体に任せるとおっしゃったが、使うか使わ

ないか分からないところに予算を付けるというのは、

おかしな話・・

財務省：おっしゃられる通りだと思います。本件に

限らず予算要求というのは、いろいろな形で頂戴し

ますので、いいのかというのは連日議論させて頂い

ています。きちんと使われ、役に立つ見込みのもの

だけを措置していく仕事をしていますが、必ずしも
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当初のその通りになるだけでなく結局、不要になる

というケースは、ないわけではないですが、その辺

の見極めというのは我々も神様でありませんので・

・・

質問：電源特会が余っているから、？ この予算で

なぜ、エネルギー全般で出てきているのに、一般財

源でやらないのか。

財務省：電特だから適当に見過ごしているのかとい

うのは一切なくて、税収を得て、それでやるのは一

般会計でも電特でも同じですから、我々は、電力事

業者から払ってもらってますけれど、電力事業者に

対して、我々、上乗せされた電力料金を払っている

わけで、我々一人一人が税金を払っているわけです

から電特と一般会計の違いがあるわけではありませ

ん。使われ方がどうあるべきかに関して査定の仕方

を特に甘くするとか、適当に処置するとかは一切あ

りません。一般会計で措置したらどうかというお話

ですが、政令規則をどういう風に考えてるというの

でかかる・・？・・

ごく一般的にエネルギーに関してお勉強しましょ

うということであれば、一般会計あるいは国立学校

特別会計の方でみるべきであって、電源開発特別会

計というのは、おかしな話ではあります。ただ、立

地勘定？の趣旨にかんがみて、こういう使い方の金

であると、どういう風に位置づけるんだと、そこが

明確であれば従来の公金と照らしてみて、位置づけ

られるのであれば位置づけるものは位置づけるとい

うことになります。

北川：最後にこれを読んでいただいて終わりたいと

思います。

女性 （申し入れ書を読む）


